ザリガニを活用した加工販売事業連携基本規約

　㈲ファンド、青空ファーム（以下「連携参加者」という。）は、次の各条項に従い、ザリガニを活用した加工販売事業（以下「本事業」という。）を遂行するため、連携基本規約（以下「本規約」という。）を締結する。

（事業の目的）

第1条　本事業は、連携参加者間の相互の信頼関係を基盤とし、共同又は連携して、ザリガニを活用した加工販売事業として行うことを目的とする。

（業務内容）

第２条　連携参加者は、次の事業を連携して実施する。

　（１）

（２）

（業務の範囲）

第３条　本事業で行う業務は、連携参加者が共同又は協力して行う役務提供などあらゆる技術業務を含むものとする。

２　本規約は、連携参加者が単独で遂行可能な業務を規制又は抑制するものではない。

（代表者の設置）

第４条　本事業の実施について、㈲ファンドを代表者とする。

２　本事業の代表者は、本事業の実施に関し、連携参加者を代表して、対外的連絡調整を行うものとする。

（役割分担）

第５条　本事業における各連携参加者の役割分担は次のとおりとする。

　㈲ファンド　　　　　　　　　新製品の開発・設計
青空ファーム　　　　　　　    原材料◆◆の提供
（事務費用の分担）

第６条　本事業の推進に要する会議費用その他事務費用についての負担の割合は次のとおりとする。

　　㈲ファンド　　100％

（事業費用の分担）

第７条　本事業に実施に要する費用の範囲については、プロジェクトごとに運営委員会で別途定める。

２　本事業については、プロジェクトごとに決算するものとする。

３　事業費用については、プロジェクトごとに運営委員会で別途定める。

（運営委員会）

第８条　本事業を遂行するため、連携参加者が指名する委員をもって構成する運営委員会を設け、本事業に関する事項を協議するものとする。

２　運営委員会の細則は、別途定める。

（実施計画）

第9条 運営委員会は、本事業の実施計画を定める。

（資料、情報の交換）

第１０条　連携参加者は、本規約の有効期間中、本事業の遂行に必要な各連携参加者が所有する資料、情報を相互に無償で開示する。ただし、第三者との規約により秘密保持義務を負っているものは、この限りではない。

（秘密情報の取扱い）

第１１条　本規約における秘密情報の取扱いについては、別途秘密保持契約で定める。

（参加）

第１２条　本事業に新たに参加したいとの申し込みがあったときは、連携参加者の合意により、新たな者の参加を認めることができる。

２　前項により参加を認める場合、新たな者と連携参加者は、本規約について新たに規約を締結するものとする。

（解約）

第１３条　連携参加者は、いずれの責にも属さない理由により本規約を継続しがたい特別の事情が生じた場合には、他の連携参加者と協議の上、当該連携参加者に関する本規約を解約して、本事業から脱退することができる。

２　前項の場合、脱退する連携参加者につき、脱退する時点までに本事業の遂行に要した費用を集計し、本規約に定める費用負担の割合による費用を負担させるものとする。

（債務不履行）

第１４条　連携参加者のいずれかの者が次の各号のいずれかに該当するとき、その連携参加者を除いた全ての連携参加者は、その連携参加者に対し該当する旨通知するとともに、その連携参加者に弁明の機会を与えた上で、その連携参加者に関する本規約を解約し、その連携参加者を本事業から脱退させることができる。

（１）正当な事由なく本事業の遂行に協力しないとき

（２）本事業の履行に関し、不当又は不正の行為があったとき

（３）本規約に違反したとき

２　前条第２項の規定を、前項の場合に準用する。

（損害賠償）

第１５条　連携参加者は、本規約に違反して、他の連携参加者に損害を与えたとき、それによって生じた損害を賠償しなければならない。

（計画変更等による本規約の変更）

第１６条　連携参加者は、本規約に記載された内容を変更する必要が生じたときは、連携参加者全員の同意を得て、変更することができる。

（本事業の中止）

第１７条　本事業の実施期間中において、連携参加者の業務上の都合または天災その他やむを得ない事由が生じたため、本事業を継続することが困難になったときは、連携参加者協議の上、本事業を中止することができる。

（事業終了後の措置）

第１８条　連携参加者は、本事業終了後、本事業により購入された機器、装置等の所有又は処分について、協議の上、決定する。

（有効期間）

第１９条　本規約の存続期間は、５年とする。

２　前項の存続期間は、連携参加者全員の同意を得て、これを変更することができる。

（本規約に定めのない事項）

第２０条　本規約に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

本基本規約の成立を証するため、本書２通を作成し、各連携参加者記名捺印の上、各1通を保有する。

平成  年  月  日

     印

     印
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